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T S U B A M E - C I T Y  G I K A I  N O T E９月定例会の議決結果

　経済の先行きへの不透　経済の先行きへの不透

明感がうかがわれること明感がうかがわれること

から、県の補助金等を活から、県の補助金等を活

用し、市内企業の新たな用し、市内企業の新たな

販路・需要開拓への支援販路・需要開拓への支援

など緊急課題に迅速に対など緊急課題に迅速に対

応するとともに、生活道応するとともに、生活道

路・通学路の安全・安心路・通学路の安全・安心

確保対策、地域の教育・確保対策、地域の教育・

子育て支援などのために子育て支援などのために

補正しました。補正しました。

　中小企業の海外展開に向けた事業の取り組みとして、　中小企業の海外展開に向けた事業の取り組みとして、

海外見本市に出展し海外に向けて燕の優れた産地製品の海外見本市に出展し海外に向けて燕の優れた産地製品の

ブランド力を高める事業に対しての支援。ブランド力を高める事業に対しての支援。

　道路利用者の安全・安心を確保するため、大雪等で損傷　道路利用者の安全・安心を確保するため、大雪等で損傷

度が増している道路や側溝等の小修繕を実施。また、防護柵度が増している道路や側溝等の小修繕を実施。また、防護柵

等の交通安全施設工事を実施し、通学路の安全確保を徹底。等の交通安全施設工事を実施し、通学路の安全確保を徹底。

　冬期間の生活道路の確保及び道路利用者の安全・安心　冬期間の生活道路の確保及び道路利用者の安全・安心

を確保するため、老朽化した消雪井戸の掘り替え及び改を確保するため、老朽化した消雪井戸の掘り替え及び改

修工事を実施。修工事を実施。
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海外販路開拓支援事業に　　　   740 万円

道路施設等修繕工事に　　　   1,500万円

消雪施設整備事業に　 　　　   2,000万円

来年４月開設来年４月開設

予算増額予算増額

「燕市立認定こども園条例」を制定
◎全員賛成で可決◎全員賛成で可決
　燕市立燕南幼稚園と燕市立南保育園を一体　燕市立燕南幼稚園と燕市立南保育園を一体

化した認定こども園「燕市立燕南こども園」化した認定こども園「燕市立燕南こども園」

を平成 25 年４月に開設するために条例を制を平成 25 年４月に開設するために条例を制

定しました。定しました。

　「燕南こども園」は、認可幼稚園と認可保　「燕南こども園」は、認可幼稚園と認可保

育園が連携して、一体的な運営を行う幼保連育園が連携して、一体的な運営を行う幼保連

携型の認定こども園として、３歳から５歳児携型の認定こども園として、３歳から５歳児

の短時間児（幼稚園児）と１歳から５歳児のの短時間児（幼稚園児）と１歳から５歳児の

長時間児（保育園児）を受け入れ、幼稚園と長時間児（保育園児）を受け入れ、幼稚園と

保育園の３歳から５歳児の同年齢児が同じク保育園の３歳から５歳児の同年齢児が同じク

ラスで一緒に活動できる共通利用時間を設けラスで一緒に活動できる共通利用時間を設け

て教育・保育を行うものです。て教育・保育を行うものです。

　この条例は、教育と保育を一体的に提供し　この条例は、教育と保育を一体的に提供し

て地域の子育て支援を行うことや、事業の内て地域の子育て支援を行うことや、事業の内

容、保育料や委任についての規定がうたわれ容、保育料や委任についての規定がうたわれ

ています。ています。

（平成 25年４月１日から施行）（平成 25年４月１日から施行）

●●問　こども園の職員配置など体制については　こども園の職員配置など体制については

どうなるのか。どうなるのか。

●●答　　幼稚園と保育園の３歳から５歳児の同年幼稚園と保育園の３歳から５歳児の同年

齢児は、同じクラスで一緒に活動するこ齢児は、同じクラスで一緒に活動するこ

ととしているため、幼稚園教諭・保育士ととしているため、幼稚園教諭・保育士

の両資格を有した職員を配置する。の両資格を有した職員を配置する。

ドウナル？　ドウナッタ？

燕市立図書館の条例改正燕市立図書館の条例改正

指定管理者制度の指定管理者制度の導入導入がが可能可能にに

９月定例会

　この条例改正は、来年度から市内３つの図書館　この条例改正は、来年度から市内３つの図書館

の管理運営に指定管理者制度導入を計画しているの管理運営に指定管理者制度導入を計画している

ことに伴い、指定管理者による管理ができるとすことに伴い、指定管理者による管理ができるとす

る条文を加えるとともに、指定管理者が行う業務る条文を加えるとともに、指定管理者が行う業務

の範囲や管理の基準などを定めるものです。の範囲や管理の基準などを定めるものです。

　指定管理者制度とは、公の施設の設置目的を効　指定管理者制度とは、公の施設の設置目的を効

果的に達成するため、地方公共団体が指定する事果的に達成するため、地方公共団体が指定する事

業者その他の団体に、公の施設の管理を行わせよ業者その他の団体に、公の施設の管理を行わせよ

うとする制度です。図書館への指定管理者制度導うとする制度です。図書館への指定管理者制度導

入の目的は、民間事業者等が有するアイデアの活入の目的は、民間事業者等が有するアイデアの活

用により、市民への図書館サービスの質的向上と用により、市民への図書館サービスの質的向上と

経費の縮減を図ることです。経費の縮減を図ることです。

市区町村立図書館の    市区町村立図書館の    
指定管理者制度導入の状況指定管理者制度導入の状況

●全国の導入状況●全国の導入状況
　2010 年度までに、全国の図書館総数約 3,100 施設の　2010 年度までに、全国の図書館総数約 3,100 施設の
うち 273 施設で指定管理者制度を導入。また、2011 年うち 273 施設で指定管理者制度を導入。また、2011 年
度に導入予定の施設数は 20 施設。近年では指定管理者度に導入予定の施設数は 20 施設。近年では指定管理者
制度を導入する図書館が増加していることが分かる。制度を導入する図書館が増加していることが分かる。

●県内の導入状況●県内の導入状況
・長岡市（中央図書館を除く市立図書館）・長岡市（中央図書館を除く市立図書館）
・三条市（栄分館、下田分館を含む）・三条市（栄分館、下田分館を含む）
・見附市・南魚沼市・妙高市・十日町市・見附市・南魚沼市・妙高市・十日町市

◆賛成多数で可決◆賛成多数で可決

条例条例のの制定制定やや改正改正・・補正予算補正予算
　主　主なな議案議案のの審議審議についてについてお知らせしますお知らせします

区 分
特別区・
政令市

市町村 合　計

指 定 管 理 制 度
導 入 図 書 館 数

 109 164 273

導入年度

〜 2005 年度      6   6 12

  2006 年度     18  38 56

  2007 年度     24  24 48

　2008 年度     10  38 48

　2009 年度     25  27 52

　2010 年度     26  31 57

2011 年 度 に 導 入 予 定 2 18 20

指定管理者制度の導入状況（図書館数）

※参照：日本図書館協会「図書館における指定管理者制度
　導入結果について」2011 年

■市長提出議案（30件）
件　　　　　名 結果 採決状況

平成 23 年度決算（10 件）
一般会計 認定 賛成多数

国民健康保険特別会計 認定 賛成多数

後期高齢者医療特別会計 認定 賛成多数

介護保険事業特別会計 認定 賛成多数

公共下水道事業特別会計 認定 賛成多数

土地取得特別会計 認定 全会一致

住宅団地造成事業特別会計 認定 全会一致

企業団地造成事業特別会計 認定 全会一致

温泉保養センター特別会計 認定 全会一致
水道事業会計剰余金の処分及び決算 認定 賛成多数

新潟県中越衛生処理組合規約の変更 可決 全会一致

新潟県中越衛生処理組合の解散 可決 全会一致

防災会議条例の一部改正 可決 全会一致

災害対策本部条例の一部改正 可決 全会一致

財産の交換、譲与、無償貸付等に関する条例の一部改正 可決 全会一致

ペット霊園の設置等に関する条例の制定 可決 全会一致

デイサービスセンター条例の一部改正 可決 全会一致

市立図書館条例の一部改正 可決 賛成多数

市立認定こども園条例の制定 可決 全会一致

財産の取得 可決 全会一致

市道路線の認定及び廃止 可決 全会一致

平成 24 年度補正予算（６件）
一般会計補正予算（第 4 号） 可決 全会一致

一般会計補正予算（第 5 号） 可決 全会一致

介護保険事業特別会計補正予算（第 1 号） 可決 全会一致

公共下水道事業特別会計補正予算（第 1号）可決 賛成多数

企業団地造成事業特別会計補正予算（第 1 号） 可決 全会一致
水道事業会計補正予算（第 1 号） 可決 全会一致

■議員提出議案（２件）
件　　　　　名 結果 採決状況

国民の健康を守り、ドナーの骨髄提供しやすい社会環境づく
りを図る「骨髄バンク・ドナー助成制度」創設を求める意見書

可決 賛成多数

私立高校生が学費を心配せず学べるように、
私学助成の増額・拡充を求める意見書

可決 全会一致

賛 成 意 見
　行政に対して民間事業者の経営感覚を取り

入れていただきたい。そのためにも指定管理

者制度の導入を可能にする本条例案について

は賛成である。

反 対 意 見
　将来の図書館像も見えぬ中、制度を導入す

るとした結論を先にして、行政がとるべき直

営の努力が見られない。現在は制度の導入評

価が定まらないままで時期尚早である。


